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   This study will introduce one of the current features of Indian economic practices in 
the context of the process of globalization and liberalization. Focusing on the nation's 
income tax law−both modern and secular−as well as perceived traditional aspects of 
Hindu Undivided Family (HUF), a legal entity, based on the Hindu Personal Law, this 
paper examines how the law and the entity relate to each other, and in areas of interest 
such as politics, asset accumulation and gender inequality. The author will reveal the 
complexity of the ongoing phenomenon of family principles in India.
Keywords : Hindu Personal Law, British Raj, Family controlled-Business, Hindu Un-










関心が非常に高かった。加えて₂01₄年 ₄ 月には ₅ 年に一度のインド下院総選
挙という大きな政治日程もあり、現政権は極めて慎重にこの時点を公表時と
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ていた ₈ 割の大台を微妙に切ったことだ（₇₉.₈％）。なにしろ総人口が1₂億 
1 千万人という数字であるため、そのヒンドゥー人口とは実数にして ₉ 億 
₆ 千万人ともなる。一方、長く 1 割台にあった「少数派最大コミュニティ」


















































































　₂01₅年 ₈ 月現在、インド経済がGDP成長率 ₇ ％と底堅く推移している






















































て 精 力 的 に 発 表 した。死 亡 は、そのはじまりに 縁 の 学 術 雑 誌（現 在 の








































を享受する株式市場の番人たるSEBI（Securities and Exchange Board of India）
と呼ばれる証券監督当局が目を光らせ、コーポレートガバナンスが要求する
国際スタンダードの投資環境を守っている。さて、このような「光景」のな
かに、確 かにその 成 長 を 支 えるインド 企 業 があるわけだが、ここにHindu 










































































































































































































































































































（Gains of Learning Bill,1₈₉1）」は家産から捻出された費用で成員個人が獲得
した専門教育により生ずる就業所得について、これをあくまで個人所得とし
て「合同」部分から分離することを目指したものだった。また「ヒンドゥー






























































































































































































































































れはじめ、全国レヴェルでは₂01₅年 ₉ 月 ₂ 日、インド各地でこの一日に集中
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